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はじめに 

 

奈良県では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正を踏まえ、平成２８年３月３

１日に「奈良県教育振興大綱」を策定しました。 

この大綱は、上記の法に定められている「教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大

綱」（教育振興大綱）と教育基本法第１７条第２項の「教育の振興のための施策に関する基本的な計

画」（教育振興基本計画）を一体的に策定するものです。対象期間は平成３１年度までとし、可能な

限り定量的なアウトカム指標を重要業績評価指標（ＫＰＩ）として設定し、その実効性を確保する

ため、達成状況を毎年度、点検・評価をした上で次年度以降の施策立案、予算編成、事業執行に反

映することとしています。 

「奈良県教育振興大綱」には、「育人（いくじん）～県民一人一人が学び、育ち合い、潜在力を最

大限引き出す～」を基本理念として、生涯にわたる教育について指針が示されています。大綱の実

行のためには、大綱に掲げられた基本的方向性を踏まえながら、その時々の社会情勢等に的確に対

応し、進捗状況を検証しながら施策を展開する必要があります。そのため、県教育委員会では、教

育委員会所管の部分について、年度毎の主な取組と指標及び目標値を掲げた「奈良県教育振興大綱

アクションプラン」を策定し、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定により毎

年実施している「教育委員会事務の点検及び評価」を行う際の規準としています。 

また、大綱に掲げた多様な取組を早期に推進するために、平成２９年度より教育振興大綱推進課

を設置し、知事部局と連携しながら、重点的に取り組むべき施策の企画立案や事業の進行管理を行

っています。 

本県の未来を創る子どもたちが生涯学び続け、自立した社会人に育つことができるよう、本アク

ションプランにそって、市町村教育委員会や学校現場とともに本県教育の充実に努めてまいります。 

 

平成３０年３月 

奈良県教育委員会 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 奈良県教育振興大綱の概要 

「育人 ～県民一人一人が学び、育ち合い、潜在力を最大限引き出す～」 

Ⅰ  自他を尊び、地域を尊ぶ人 ～「自尊」「他尊」「地尊」の人づくり～ 

Ⅱ  確かな学力、豊かな人間性、たくましい心身を備えた人 ～「知」「徳」「体」の調和がとれた人づくり～ 

Ⅲ 自立し、主体性をもって行動し、協働して地域・社会に参画する人 
Ⅳ 創造性を発揮し、世界に伍して活躍する人 

基本理念 

目指す人間像 

施策の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の方向性⑥･･･ｐ１３ 

規範意識の向上と地域ぐる

みで課題に取り組む仕組み

づくり 

施策の方向性⑦･･･ｐ１６ 

地域への誇りと愛着を抱き、地

域と協働し、地域・社会に貢献

する人材の育成 

施策の方向性⑧･･･ｐ１９ 

いじめや不登校など生徒指導

上の諸課題への取組の徹底 

 

施策の方向性⑨･･･ｐ２３ 

人権教育の推進  

 

 

施策の方向性⑩･･･ｐ２６  

健やかな体の育成と生涯スポ

ーツの推進、青少年の健全な育

成 

施策の方向性⑪･･･ｐ３０ 

世界に伍して活躍するグロー

バル人材の育成 

 

施策の方向性⑫･･･ｐ３２ 

社会的・職業的自立に向けたキ

ャリア教育・職業教育、就労支

援の充実 

施策の方向性⑬･･･ｐ３４ 

意欲ある全ての者への学習機

会の確保 

 

施策の方向性⑭･･･ｐ３７  

教職員の資質・能力の向上 

 

 

施策の方向性⑮･･･ｐ４０ 

安全・安心で質が高い教育環境

の整備 

 

本県の教育の課題に応じた教育のあり方 

④以外の１４の施策の方向性について 

奈良県教育委員会所管分のアクションプランを作成しました。 

 

乳  幼  児  期  の  教  育 義  務 教 育 高 等 学 校 教 育 大  学  教 育

施策の方向性①･･･ｐ１ 

基礎を培う乳幼児期における 

保育・教育の充実 

施策の方向性②･･･ｐ３
学ぶ力と意欲を伸ばし、豊かな 

人間性を育む学校教育の推進 

施策の方向性③･･･ｐ７ 

高等学校教育の 

質の向上 

施策の方向性④ 

生涯にわたる学びを見据え

た大学教育の質の向上 

施策の方向性⑤･･･ｐ１０ 

特別なニーズに対応した教育の推進 

学びのステージに応じた教育のあり方 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

幼小接続を見通した教育課程の編成・実施が行われている市町村の割合については、平成２８

年度から「幼児期の教育と小学校教育の育ちをつなぐ幼小接続事業を３年計画で実施するにあた

り、より丁寧に調査を実施したため、全国平均との差が拡大した。本事業を推進することで、幼

小接続を見通した教育課程の編成・実施を加速させる必要がある。 

施策の方向性① 基礎を培う乳幼児期における保育・教育の充実                       大綱P26-29 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

幼小接続を見通した教育課程の編成・実

施が行われている市町村の割合（文部科学省

幼児教育実態調査） 

17.9% 

(21.5%) 

5.1% 

(24.8%) 
全国平均以上 D 

 

※ 大綱に掲載されている取組については、大綱のページを記載しています。 

【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組 H30 指標・目標値 

保育士、幼稚園教員等の人材確保や質の向上 

②幼稚園教員等の研修の充実 

奈良県協議会の開催する研修

会 

保育所保育、幼稚園教育の振興・充実を図るため、

幼稚園教育に関する専門的な研修、研究協議等を

行う。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

家庭教育の支援 

① 家庭教育支援のネットワークづくり 

家庭教育支援チームの 

構築支援(P28) 

市町村における家庭教育支援チームの構築を支援

する。 

家庭教育支援チームの登録

総数５チーム以上 

② 親の育ちを応援する学びの機会の充実 

元気なならっ子約束運動 

(P28) ※ 

家庭教育の充実を図るため、親子で取り組むシート

を配布する。 

シートの取組が大切だと回

答した保護者の割合 90%以

上 

親学サポートブックの活用 

(P28) 

乳幼児期及び思春期の子どもをもつ保護者を対象と

して作成した「親学サポートブック」（乳幼児編）（思春

期編）を活用した研修講座を充実させる。 

親学サポートブックを活用し

た研修講座の受講人数 

300 人以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組 H30 指標・目標値 

教育内容・教育方法の充実 

①就学前教育の推進体制の構築 

就学前教育アドバイザーによ

る支援訪問の実施等 

就学前教育アドバイザーによる支援訪問を行う。地

域アドバイザー養成研修を実施する。市町村におけ

る保幼小連携体制を強化する。 

訪問する回数 

年間150 回 

②「奈良県幼児の運動能力等実態調査」の実施 

「奈良県幼児の運動能力等実

態調査」の実施 (P28) 

奈良県における幼児の運動能力を向上させるため

に、実態を調査分析し、幼児の健やかな心と体づくり

を推進する。 

参加園における５歳児の運

動能力評定値 12 以上 

③「就学前教育プログラム」の策定 

就学前教育調査研究事業 
就学前教育プログラムによる教育手法の普及を図

る。 

就学前教育プログラムの教

育手法の普及等、教育・保育

の質の向上に向けたフォー

ラムの実施 2 回 

小学校教育との円滑な接続 

幼稚園教員等と小学校教員対

象の研修会実施 (P28) 

就学前教育センターを中心に、接続期のカリキュラ

ムの編成等、モデル地域での接続期における取組

の手法の普及を図る。幼保小の教職員を対象とした

研修を行う。 

幼小接続を見通したカリキュ

ラム編成に取り組む学校・園

の割合 40%以上 
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施策の方向性② 学ぶ力と意欲を伸ばし、豊かな人間性を育む学校教育の推進        大綱P30-33 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

知識に関する問題（Ａ問題）

の正答率が８割以上の児童

生徒の割合  

（全国学力・学習状況調査） 

小学校  国語 
32.3% 

(31.6%) 

52.6% 

(55.1%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

小学校 算数 
54.9% 

(54.0%) 

63.5% 

(63.8%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

中学校  国語 
50.9% 

(49.3%) 

55.7% 

(56.4%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

中学校 数学 
34.1% 

(31.3%) 

34.8% 

(34.6%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

活用に関する問題（Ｂ問題）

の正答率が３割以下の児童

生徒の割合 

（同上） 

小学校 国語 
11.9% 

(11.3%) 

14.1% 

(13.4%) 
全国平均以下 C 

小学校 算数 
25.8% 

(25.2%) 

31.3% 

(30.3%) 
全国平均以下 D 

中学校 国語 
7.7% 

(7.1%) 

8.2% 

(7.5%) 
全国平均以下 C 

中学校 数学 
38.7% 

(38.1%) 

22.1% 

(21.9%) 
全国平均以下 B 

書くこと、読むことに関する

項目の正答率 

（同上） 

小学校 国語 
66.8% 

(67.6%) 

57.1% 

(58.4%) 
全国平均以上 D 

中学校 国語 
64.2% 

(64.8%) 

72.5% 

(73.1%) 
全国平均以上 C 

生徒の英語力 

中学校第３学年英検３級以上の割合 

（英語教育実施状況調査） 

29.0% 

(34.7%) 

(H26) 

48.0% 

(36.1%) 

(H28) 

全国平均以上 A 

学習意欲に関する４項目（※

１）に肯定的に回答する児童

生徒の割合 
※１ ・国語、算数（数学）が好き 

   ・国語、算数（数学）は大切 

   ・国語、算数（数学）がわかる 

   ・国語、算数（数学）は役立つ 

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
81.1% 

(81.8%) 

80.2% 

(81.2%) 
全国平均以上 D 

中学校 
71.1% 

(74.0%) 

70.9% 

(73.2%) 
全国平均以上 B 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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指  標 
基準値 

（H27）

現状値 

（H29）

目 標 

(H31) 
評価 

授業時間以外に全く勉強しな

いと回答する児童生徒の割合

（月～金） 

（同上） 

小学校 
3.9% 

(3.0%) 

4.6% 

(2.9%) 
全国平均以下 D 

中学校 
7.8% 

(5.3%) 

6.8% 

(4.9%) 
全国平均以下 B 

家で自分で計画を立てて勉強

していると回答する児童生徒

の割合 

（同上） 

小学校 
57.4% 

(62.8%)

59.3% 

(64.5%)
全国平均以上 B 

中学校 
47.2% 

(48.8%)

48.9% 

(51.5%)
全国平均以上 D 

規範意識に関する３項目（※２）

に肯定的に回答する児童生徒

の割合 
※２  

・学校のきまり（規則）を守っている 

・いじめはどんな理由があってもいけない 

・人の役に立つ人間になりたい  

（同上） 

小学校 
93.3% 

(93.7%)

93.6% 

(93.7%)
全国平均以上 B 

中学校 
92.4% 

(93.9%)

92.0% 

(93.3%)
全国平均以上 B 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

教育内容・教育方法の充実 

①奈良県学力・学習状況調査の実施 

奈良県学力・学習状況調査の実

施 (P31) 

全県的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析

するため、小学４年生に心と生活等に関する質問紙

調査を、中学１年生に対して学力及び生活等に関す

る質問紙調査を実施する。 

指導の成果と課題の継続的

な検証・改善システムの構

築 

【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

学力については、全体的に停滞傾向にある。知識に関する問題の正答率が８割以上の割合は、

中学校数学を除いて全国平均と比べて低位にあり、活用に関する問題の正答率が３割以下の割合

も依然として高い。中学３年生の英語力については大幅に上昇し、指標を達成した。 

学習意欲や規範意識に関する指標は、小学校の学習意欲を除いて全国平均との差が縮まってい

るが、授業時間以外に全く勉強しない児童生徒は小学校では全国平均との差が大きく広がってお

り、家庭での学習習慣を定着させる取組を進める必要がある。 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

②学力向上フォーラムの実施 

学力向上実践研究推進事業の

実施  (P31) 

推進地域、推進校を指定し、学校や児童生徒及び地

域の実情を踏まえた確かな学力の育成を図るととも

に、その成果の普及を図る。 

全推進校に対する学習意欲

又は学力の向上が見られる

推進校の割合80%以上 

学力向上フォーラムの実施 

(P31) 

学力向上に向けた協議や全国及び奈良県学力・学

習状況調査結果を踏まえた効果的な取組の実践発

表を行う。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

③学力向上支援サイト「まなびー奈良」の活用 

「まなびー奈良」の活用 (P31) 

「全国学力・学習状況調査」において課題の見られた

問題をＷｅｂ配信するとともに、小学生がつまずきや

すい内容の授業モデルを作成、動画配信する。 

学校での活用率 80%以上 

（抽出調査） 

④小・中学校合同の授業研究の推進 

小・中学校合同の授業研究の推

進 (P31) 

同じ中学校区の小・中学校教員が参加する公開授業

や授業研究等の研修を実施し、異校種間の円滑な

接続とともに教員の指導力の向上を図る。 

年に１回以上合同で授業研

究を行う中学校区の割合 

60%以上 

その他 

理数教育実践研究の実施 

理数教育の充実に向け、へき地校のモデル校にお

いて、大学等と連携しながら中学校教員による小学

校での授業などを通し、効果的な教育課程の開発や

児童の学習意欲の向上のための実践研究を行い、

その成果を広く県内各学校に周知する。 

児童の算数（数学）、理科の

学習意欲に関する肯定的な

回答の割合 80%以上 

森林環境教育指導者育成事業

（未来の科学者創出） 

未来の科学者を創出するために、天体観測を含む

自然観察を通して理科好きの児童を育成するなど、

森林環境教育の指導者を育成する。 

天体観測を含む野外での教

員研修 5 回以上 

理科の観察・実験アシスタント派

遣事業 

理科の学力向上を図るため、理科観察・実験アシス

タントを小学校へ派遣する。 

理科観察・実験アシスタント

の派遣校数の増加 

新・次世代教育情報化推進事業 

教員の情報活用能力の向上を図るため、ＩＣＴを

活用した教員を推進する指導的教員を育成するた

めの研修を開催する。 

研修の年間開催回数30回以上
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

英語指導力向上研修講座の実

施  

英語教育の推進を目的に、県内小・中・高等

学校における外国語活動・英語担当教員の指

導力向上のための研修を実施する。 

英検準１級以上等を有する英

語担当教員の割合の増加 

研修参加者の満足度90%以上 

教育セミナーの実施 

教育セミナーの開催  (P31) 

奈良県教育の課題の解決を目指し、県立教育研究

所員、指定研究員等が行った実践的研究の成果を

発表するなど、本県教育の推進に役立てるために開

催する。 

参加者数 350 人以上 

「家庭学習の手引」、「進路の手引」等の配布・活用 

「家庭学習の手引」の活用 

(P31) 

子どもに家庭で主体的に学習する習慣を身に付けさ

せるため、「家庭学習の手引」を小学１年生とその保

護者に配布し、活用を促す。 

小学１年生の家庭における

活用率80%以上(抽出調査） 

「進路の手引」の作成 (P31) 

将来を展望し、自らの人生を切り拓く力を育てるた

め、「進路の手引」を中学１年生とその保護者に配布

し、活用を促す。 

中学１年生及びその家庭に

おける活用率80%以上（抽出

調査） 
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施策の方向性③ 高等学校教育の質の向上                                        大綱P34-36 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記  基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

生徒の英語力  

高等学校第３学年英検準２級以上の割合 

（英語教育実施状況調査） 

30.0% 

(31.9%) 

32.8% 

(36.4%) 
全国平均以上 D 

インターンシップ実施率（高等学校） 

（職場体験・インターンシップ実施状況調査） 

80.0% 

(78.2%) 

90.0% 

(未公表) 

全国平均を上回 

る割合の増加 
- 

高等学校中途退学率 

（児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課

題に関する調査） 

1.8% 

(1.5%) 

1.7% 

(1.4%) 
全国平均以下 C 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

専門教育の教育内容及び設備の充実 

専門学科や総合学科における教

育内容及び設備の充実 (P35) 

工業科などの専門学科や総合学科において、高い

技術力・技能の習得につながるよう、専門教育の教

育内容及び設備の充実を図る。 

技能試験3 級以上を有する

生徒の増加 

【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

高校３年生の英検取得率は2.8ポイント増加しているが、全国平均との差が拡大している。 

インターンシップの実施率は増加している。今後、取組を継続するとともに、就職相談、就職活

動に関する情報提供を積極的に行う必要がある。 

中途退学率は、割合が減少しているが、今後も、高等学校への不適応や進路希望への対応など、

多様なニーズに柔軟に取り組む必要がある。 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

グローバル人材の育成 

スーパーグローバルハイスクー

ルによる研究の推進 

国際的に通用する能力をもつ高校生を育成するた

め、畝傍高校でグローバル人材育成に向けた教育

方法を研究する。 

自主的に社会貢献活動や自

己研鑽活動に取り組む生徒

２４０人以上  

新・高校生グローバルチャレン

ジ事業 

国際的に活躍する外国人を講師として招聘し、高校

生対象の国際セミナーを開催する。 

セミナー参加者の満足度

90% 

海外留学の促進 (P35) 海外留学フェアを開催し、海外留学を促進する。 留学者数の増加 

国際的に通用する教養の醸成 東西の古典から学ぶセミナーを開催する。 
セミナー参加者の満足度

90% 

インターンシップ、ボランティア活動等の多様な体験活動の充実 

インターンシップの拡大 (P35) 
県内の企業や医療・福祉などに関する法人等へのイ

ンターンシップを充実させる。 

インターンシップ実施率（高

等学校） 90%以上 

災害ボランティア活動 

高校生が社会の一員であるという自覚を深め、人間

尊重の精神に立って社会の中で共に生きる豊かな

人間性や、自己実現に向かって人生を切り拓く力を

身に付けることを目的として、被災地における災害

ボランティア活動を実施する。 

－ 

シティズンシップ教育の推進 

主権者教育の推進 (P35) 
高校生等が社会問題を題材にして考える力を身に

付けるための実践事例集の活用を促進する。 
事例集の活用 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

高等学校等の中途退学者への柔軟な対応 

学び直しへの支援 
高等学校等の中途退学者が高等学校で学び直す場

合に、授業料を支援する。 
－ 

就職に関する支援 (P36) 

県立教育研究所に設置しているキャリアサポート

センターにおいて、就職相談、就職活動に関する

情報提供を行う。「若年者就労相談強化月間」を実

施する。 

就職相談、就職活動に関す

る情報提供を行うシステム

の充実 

「若年者就労相談強化月

間」の実施 

学校の適正規模、適正配置やその環境整備 

県立高等学校適正化の実施 

(P36) 

県立高等学校の適正化実施計画を策定する。実施

計画の内容について広く周知する。 
－ 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

個別の指導計画作成率は、幼稚園、小学校、中学校は９割を超えている。今後は、その活用と

充実が課題である。保護者・関係機関との連携により作成する個別の教育支援計画の作成率は、

高等学校を除いて、割合が増加し、全国平均以上の指標を達成している。 

教員研修修了者の割合については、全国調査が実施されなかったため評定不能となっている。

施策の方向性⑤ 特別なニーズに対応した教育の推進                              大綱P41-43 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均  

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

個別の指導計画作成率 

（特別支援教育体制整備状況調

査） 

幼稚園 
88.0% 

(71.3%) 

95.5% 

(74.9) 

全国平均を上回

る割合の増加 
A 

小学校 
98.5% 

(93.5%) 

96.5% 

(94.7%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

中学校 
89.5% 

(89.8%) 

92.3% 

(91.2%) 
全国平均以上 A 

高等学校 
43.2% 

(33.0%) 

27.0% 

(40.5%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

個別の教育支援計画作成

率 

（同上） 

幼稚園 
56.7% 

(56.4%) 

77.3% 

(57.0%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
A 

小学校 
58.1% 

(79.5%) 

87.6% 

(85.5%) 
全国平均以上 A 

中学校 
66.7% 

(77.1%) 

86.5% 

(82.0%) 
全国平均以上 A 

高等学校 
32.4% 

(28.1%) 

27.0% 

(32.4%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

特別支援教育に関する教

員研修修了者の割合（同上） 
幼・小・中・高

87.7% 

(82.1%) 
－ 100% - 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

インクルーシブ教育の推進 

①地域の小・中学校における特別支援学級の充実 

特別支援学校のセンター的機能

の充実 (P42) 

地域の小・中学校等からの教育相談に対応する。 

外部人材による講演会、実技研修会を開催する。 

就学相談を含めた教育相談

の延べ数の増加 

地域の小・中学校教職員を

対象とした研修会の開催回

数の増加 

（前年度比） 

②障害のある子どもに対する校内支援体制の整備 

特別支援教育に関する教員研修

の充実 (P42) 

各学校園の実情に応じた研修を行うために、訪問研

修講座及び学校等支援で行う職員研修会への重点

化を図る。 

市町村教育委員会と連携を図りながら、県内の市町

村別研修会及びブロック別研修会等を推進する。  

訪問研修講座及び学校等支

援を通じた職員研修会の延

べ実施回数の増加（前年度

比） 

ブロック別研修会等の実施

回数の増加（前年度比） 

県立教育研究所における障害児

来所教育相談の実施 (P42) 

障害があると思われる幼児児童生徒や保護者及び

教員等に、専門的な立場から相談を行う。 
年間相談回数 1,150 回以上

特別支援教育巡回アドバイザー

による訪問の実施 (P42) 

各学校の特別支援教育コーディネーターが役割を果

たせるための支援を行うために、各公立小・中学校

を訪問し、校内支援体制づくりを促進する。 

「個別の指導計画」「個別の

教育支援計画」の作成率の

向上（前年度比） 

高等学校における特別支援教育

支援員の配置 

障害等により配慮の必要な生徒が在籍する高等学

校に特別支援教育支援員を派遣し、学校生活及び学

習活動での介助や支援を行う。 

「個別の指導計画」「個別の

教育支援計画」の作成率の

向上（前年度比） 

新・自閉症・情緒障害等通級指

導教室設置モデル事業 

モデル事業を小・中学校３校で継続実施するとと

もに、通級指導教室担当教員育成のための研修を

充実させる。 

自閉症・情緒障害等の通級指導

教室を３校継続設置する。通級

指導教室担当者育成のための

研修会への年間延べ参加人数

130人以上。 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

③高等学校におけるインクルーシブ教育の推進 

高等学校との交流及び共同学習

の推進 

県立高等学校と特別支援学校の交流及び共同学習

を推進する。 

交流及び共同学習を実施して

いる学校数の増加（前年度比）

進路指導の充実と職場開拓の促進 

①職業教育の充実 

キャリア教育コーディネーターの

配置 

特別支援学校にキャリア教育コーディネーターを配

置し、キャリア教育の充実と職場実習先の拡大を図

る。 

職業教育の充実を目指す特

別支援学校（高等養護学校）

の就職率85%以上 

②職場開拓の促進 

キャリア教育コーディネーターの

配置（再掲） 

特別支援学校にキャリア教育コーディネーターを配

置し、キャリア教育の充実と職場実習先の拡大を図

る。 

職業教育の充実を目指す特

別支援学校（高等養護学校）

の就職率85%以上 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

規範意識に関する指標は、全国平均との差が縮小している。規範意識を向上させるためには、

自尊感情とともに、他者や地域との関わりに関する意識を向上させる必要がある。 

学校・地域パートナーシップ事業等の実施箇所数や放課後子ども教室等の開催日数は、目標値

に向けて順調に増加している。また、コミュニティ・スクールは、学校と地域の連携・協働体制

を組織的・継続的なものとして確立するために有効であり、小・中学校における実施率で、全国

平均との差が縮小している。 

学校評価を実施することにより学校改善に効果があったと回答する学校の割合は、目標値を達

成した。今後も、実効性のある学校評価の実施を一層推進する必要がある。 

施策の方向性⑥ 規範意識の向上と地域ぐるみで課題に取り組む仕組みづくり         大綱P44-47 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

規範意識に関する３項目（※）

に肯定的に回答する児童生徒

の割合（再掲） 
※ ・学校のきまり（規則）を守っている 

 ・いじめはどんな理由があってもいけない 

  ・人の役に立つ人間になりたい  

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
93.3% 

(93.7%) 

93.6% 

(93.7%) 
全国平均以上 B 

中学校 
92.4% 

(93.9%) 

92.0% 

(93.3%) 
全国平均以上 B 

奈良県学校・地域パートナーシ

ップ事業等実施箇所数 
※ 本県においては、学校支援地域本部、放課

後子ども教室、土曜日の教育活動等を合わせ

て奈良県学校・地域パートナーシップ事業と

して実施している。 

（奈良県教育委員会事務局調べ） 

幼・小・中

学校 

278箇所

(H26) 

295箇所 

(H28) 
305箇所 B 

放課後子ども教室等開催日数 

（同上） 
小学校 

4,181日

（H26） 

6,067日 

（H28） 
7,000日 B 

コミュニティ・スクール実施率 

（同上） 
小・中学校

5.2% 

(7.4%) 

10.6% 

(11.7%) 
全国平均以上 B 

学校評価を実施することによ

り学校改善に効果があったと

回答する学校の割合 

（奈良県学校評価実施状況調査） 

幼・小・

中・高・特

95.4% 

(H26) 

100% 

(H28) 
100% A 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

学校現場における取組の充実 

①児童生徒の主体的な活動の活性化 

県立高校生による社会参加活動

の実施 (P46) 

奉仕活動や地域との交流活動等への自主的・積極

的な社会参加を通して、高校生に自らの在り方、生

き方等を考えさせ、社会の一員として周囲の人々を

思いやる心の醸成に努める。 

延べ実施回数 1,000 回以上

奈良県高等学校生徒会連絡会 

(P46) 

県内各高等学校等の生徒会活動等の活性化を図る

とともに、ボランティア活動等の社会参加活動を実施

する。 

清掃活動強調月間(10 月)、

あいさつ強調月間(１月)の延

べ参加人数の増加(前年度

比） 

②道徳教育の推進 

道徳教育の推進 (P46) 

小学校から順次実施される道徳の教科化に向け、こ

れまでに作成した指導資料の活用を促すとともに、

道徳教育推進リーダーの育成に取り組む。 

指導資料を全ての小・中学

校に配布 

推進リーダーの研修会を年

５回開催 

研修参加者の満足度 

90%以上 

道徳教育フォーラムの実施 

地域住民等、保護者、教職員が連携して取り組む道

徳教育の方策について協議し、道徳教育の推進に

役立てる。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

③人権教育の推進 

人権教育の推進 (P46) 

「人権教育の推進についての基本方針」及び「人権

教育推進プラン」の具現化に向けた各種研修会を実

施するとともに、学校訪問を通じて指導助言を行う。

研修参加者の満足度 

90%以上 

「基本方針」や「推進プラン」

に基づく指導助言の実施 

⑤「いのちの教育」の推進 

いのちの教育実践研究発表会 

(P57) 

うだ・アニマルパークにおける動物との触れ合いを

生かした「いのち」に関する学習を核に、生命を尊重

する心を育てる実践的な研究を行い、その成果等を

うだ・アニマルパークにおけるフェスティバルにおい

て発表する。 

フェスティバル参加者の満足

度 90%以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

生徒指導に関する教員研修の充実 

生徒指導に関する研修講座の充

実 (P46) 

規範意識の向上のための開発的・予防的な生徒指

導を進めるため、研修講座の一層の充実を図る。 
－ 

学校・家庭・地域の連携・協働の取組の充実 

①学校支援地域本部、地域未来塾、放課後子ども教室、土曜日の教育活動等の充実 

学校・地域パートナーシップ事業

（幼・小・中） (P46) 

学校と保護者・地域が協働することにより、規範意識

や社会性等、子どもたちの課題解決を図るとともに、

園・学校をベースとした地域コミュニティを構築し、地

域の教育力の向上を図る。 

実施箇所数300 箇所 

新・県立学校による地域との協

働推進事業 

生徒が主体的に企画した地域や地元企業等と協働

する取組を支援する。 

延べ参加生徒数の増加（昨年度

比） 

放課後子ども教室等の実施  

(P46) 

地域の人の参画を得ることにより、放課後や週末等

における子どもたちの様々な体験活動を創出する。
延べ開催日数 6,000 日 

②コミュニティ・スクールの抜本的拡充を視野に入れた検討 

コミュニティ・スクールの抜本的

拡充 (P47) 
県立学校に学校運営協議会を設置する。 新規に４校に設置 

学校評価制度の推進 

学校評価の適切な実施と学校改

善の推進 (P47) 

各学校・園が実施している学校評価の実態を把握

し、学校改善につながる学校評価の実施に向けた支

援を行う。 

県独自の調査を実施し、県

内全ての公立学校・園にお

ける学校評価の状況を把握

する。 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

住んでいる地域のことを学ぶ機会があると回答する児童生徒の割合は、調査開始時点からの割

合が増加しており、目標を達成している。 

地域の行事に参加していると回答する児童生徒の割合は減少し、全国平均との差も拡大してい

る。学校の授業時間以外に普段全く読書をしないと回答する児童生徒の割合は、小学生でわずか

に増加し、全国平均との差は拡大している。生涯にわたる学びを深めるため、今後も、様々な体

験活動や読書活動を推進する必要がある。 

施策の方向性⑦ 地域への誇りと愛着を抱き、地域と協働し、地域・社会に貢献する人材の育成 

                                                                               大綱P48-55 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

住んでいる地域のことを学ぶ

機会があると回答する児童生

徒の割合 

（奈良県学力・学習状況調査） 

小学校 
59.8% 

(H28) 
62.6% 

調査開始時点か

らの割合の増加
A 

中学校 
47.8% 

(H28) 
50.6% 

調査開始時点か

らの割合の増加
A 

地域の行事に参加していると

回答する児童生徒の割合 

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
65.5% 

（66.9%）

59.5% 

（62.6%）
全国平均以上 D 

中学校 
39.3% 

（44.8%）

35.7% 

（42.1%）
全国平均以上 D 

学校の授業時間以外に普段全

く読書をしないと回答する児

童生徒の割合 

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
23.5% 

(19.9%) 

24.3% 

(20.5%) 
全国平均以下 D 

中学校 
42.6% 

(35.0%) 

42.4% 

(35.6%) 
全国平均以下 B 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

郷土教育の充実 

① 小・中学校における「郷土学習の手引」の作成 

「郷土学習の手引」の作成・配布 

(P53) 

小・中学校における「郷土学習の手引」を作成し、全

小・中学校に配布するとともに活用を促す。 

郷土奈良に愛着をもつ中学

生の割合 90%以上  

②歴史文化資源等を素材とした高等学校における「奈良TIME」の推進 

奈良ＴＩＭＥの推進 (P53) 
奈良ＴＩＭＥの取組を充実し、その成果の発信を行

う。 

追加事例集を全県立高校に

配布  

森林環境教育の推進 

森林環境教育推進事業 (P53) 

県内の全ての小学校で小学生を対象とした森林環

境体験学習を実施する。 

また、森林資源の活用や環境保全に関する技術者

を吉野高校・十津川高校で育成する。 

児童の森林環境保護への意

欲 85%以上 

生涯にわたる学びの推進 

②人材の育成・研修の実施 

社会教育関係者の資質向上 

(P54) 

社会教育関係者の資質向上を図るための研修を実

施する。 

受講修了証発行数の増加 

（前年度比） 

④社会教育施設の活性化 

県社会教育センターの活性化 

(P54) 

指定管理者制度による効率的な運営を行い、利用者

に適正なサービスを提供する。 

稼働率の増加 

（前年度比） 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

現代的・社会的な課題等に対応した学びの推進 

①持続可能な開発のための教育（ESD）など幅広い政策分野に関わる学びの推進 

ＥＳＤ推進プログラム事業 

(P54) 

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の一貫とし

て、環境・エネルギー問題に関する教員向け研修を

実施する。 

モデル校での実践プログラムを実施する。  

－ 

②様々な体験活動及び読書活動の推進 

森林環境教育推進事業 

（再掲） 

県内の全ての小学校で小学生を対象とした森林環

境体験学習を実施する。また、森林資源の活用や環

境保全に関する技術者を吉野高校・十津川高校で育

成する。 

児童の森林環境保護への意

欲 85%以上 

③授業モデルの策定など社会保障教育の推進 

主権者教育推進事業 

（再掲） 

高校生等が社会問題を題材にして考える力を身に

付けるための実践事例集の活用を促進する。  
事例集の活用 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

いじめの積極的認知に向けた取組の結果、認知件数は、基準年に比べて増加している。不登校

児童生徒数は、小・中学校で数値が減少しているものの、高等学校では増加している。暴力行為

発生件数は、基準年よりわずかに増加しているが、全国平均は下回っている。今後も、未然防止

や早期発見・早期対応のために、教職員の対応力向上や教育相談体制のさらなる充実が必要であ

る。 

自分にはよいところがあると思うと回答する小・中学生の割合やいじめはどんなことがあって

もいけないと回答する中学生の割合は依然として全国平均を下回っている。今後も引き続き児童

生徒の自尊感情や人権感覚の醸成が重要である。 

施策の方向性⑧ いじめや不登校など生徒指導上の諸課題への取組の徹底             大綱P56-59 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

1,000人当たりのいじめの認知件数 

（児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課

題に関する調査） 

8.8件 

(13.7件) 

16.3件 

(23.9件) 

積極的認知の

観点からの件

数の増加 

B 

1,000人当たりの 

不登校児童生徒数 

（同上） 

小・中学校
13.7人 

(12.1人) 

11.7人 

(13.5人) 
全国平均以下 A 

高等学校 
10.7人 

(15.9人) 

14.7人 

(14.7人) 
数値の減少 D 

1,000人当たりの暴力行為発生件数 

（同上） 

2.4件 

(4.0件) 

2.5件 

(4.4件) 
件数の減少 D 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

自分にはよいところがある

と思うと回答する児童生徒

の割合 

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
76.2% 

(76.4%) 

76.2% 

(77.9%) 
全国平均以上 D 

中学校 
64.9% 

(68.1%) 

66.7% 

(70.7%) 
全国平均以上 D 

いじめはどんなことがあっ

てもいけないことだと思う

と回答する児童生徒の割合 

（同上） 

小学校 
96.8% 

(96.2%) 

96.4% 

(96.1%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

中学校 
92.6% 

(93.7%) 

91.6% 

(92.8%) 
全国平均以上 C 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

未然防止の取組 

いじめの問題における実態調査 いじめの認知件数・解消率等を調査する。 
認知件数の増加 

（前年度比） 

大学生等による不登校児童生徒

支援 

いじめや不登校の未然防止・早期対応のため、心理

学等を学ぶ大学生ボランティアを、小学校を中心に

40 校へ派遣する。（帝塚山大学提案事業） 

派遣校の不登校児童生徒数

減少（前年度比）  

人権教育の推進（再掲） 

「人権教育の推進についての基本方針」及び「人権

教育推進プラン」の具現化に向けた各種研修会を実

施するとともに、学校訪問を通じて指導助言を行う。

研修参加者の満足度90%以

上 

「基本方針」や「推進プラン」

に基づく指導助言の実施  

いのちの教育実践研究発表会

（再掲）(P57) 

うだ・アニマルパークにおける動物との触れ合いを

生かした「いのち」に関する学習を核に、生命を尊重

する心を育てる実践的な研究を行い、その成果等を

うだ・アニマルパークにおけるフェスティバルにおい

て発表する。 

フェスティバル参加者の満足

度 90%以上 

早期発見・早期対応 

教員の資質能力の向上 (P57) 

県教育委員会主催の各種研修講座等及び各校の校

内研修において、実践事例を基に教職員の生徒指

導・教育相談等に関わる資質向上を図る。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

電話教育相談及び来所教育相談

の実施 

児童生徒や保護者に対し悩みや不安を取り除き、学

校・社会生活に適応できるよう心のケアや支援を行

うとともに、教員や学校に対し児童生徒の適応に向

けての支援を行う。 

電話教育相談、来所教育相

談の合計延べ相談回数 

4,000 回以上 

メール相談窓口の開設 
中・高校生の悩みに関するメール相談窓口「悩み 

なら メール」を開設し、相談に応じる。 
延べ相談回数300 回以上 

組織的・計画的な支援体制づくり 

「個人別生活カード」の活用促進 

(P57) 

県立学校において、いじめ問題等の生徒指導に関

する事項を「個人別生活カード」に記入し、組織的に

情報共有を行い再発防止に努める。また、市町村に

も活用の推奨を図る。 

－ 

生徒指導アドバイザーによる学

校支援 

教員OB 等が各学校を訪問し、生徒指導体制の構築

等を支援する。 
訪問回数 300 回以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

生活支援アドバイザーの派遣 

家庭や地域等、子どもが様々な課題や困難等を複

合的に抱えているケースについて、福祉の視点をも

って関係機関とも連携しながら、幅広く支援を行う社

会福祉士や精神保健福祉士の資格を有する者を配

置し、学校、市町村への支援も行う。 

延べ相談件数600 件以上 

学校における教育相談機能の充実 

スクールカウンセラー等の配置 

(P57) 

全ての公立中学校及び高等学校にスクールカウン

セラーを配置し、学校の教育相談体制の強化・充実

を図る。 

－ 

学校の教育相談を推進するコー

ディネータ－の資質向上 (P57) 

学校教育相談コーディネーターの研修を実施し、コ

ーディネーターの資質向上を図ることにより、学校教

育相談体制の充実を目指す。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

学校・家庭・地域の連携・協働の取組の充実 

学校・地域パートナーシップ事業

（幼・小・中） (P46)（再掲） 

学校と保護者・地域が協働することにより、規範意識

や社会性等、子どもたちの課題解決を図るとともに、

園・学校をベースとした地域コミュニティを構築し、地

域の教育力の向上を図る。 

実施箇所数300 箇所 

新・県立学校による地域との協

働推進事業（再掲） 

生徒が主体的に企画した地域や地元企業等と協働

する取組を支援する。 

延べ参加生徒数の増加（昨年度

比） 

関係機関との連携 

学校と警察との連携制度 

学校と警察が密に連携・協力することにより、児童生

徒の安全確保、非行や問題行動及び犯罪被害の防

止を図るため、協定を策定する。 

－ 

児童生徒や家庭への適切な働きかけ 

不登校に悩む保護者や教育関

係者等による集会を開催 

(P58) 

年１回、不登校の子どもをもつ保護者や教員等が集

い、情報交換と専門家からの助言を受けるとともに、

保護者相互のネットワークを構築する機会を提供す

る。 

参加人数 100 名以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

高等学校等の中途退学者への柔軟な対応（再掲） 

学び直しへの支援（再掲） 
高等学校等の中途退学者が再び高等学校で学び直

す場合に、授業料を支援する。 
－ 

就職に関する支援（再掲） 

(P58) 

県立教育研究所に設置しているキャリアサポートセ

ンターにおいて、就職相談、就職活動に関する情報

提供を行う。「若年者就労相談強化月間」を実施す

る。 

就職相談、就職活動に関す

る情報提供を行うシステム

の充実 

「若年者就労相談強化月間」

の実施 

人権教育・道徳教育の推進 

「奈良県読み物資料」の活用 

(P58) 

いじめを許さない心情や態度を育むことに資する読

み物資料を道徳の授業で活用できるよう研修を実施

し、道徳教育の一層の推進・充実に役立てる。 

小・中学校における授業や

研修での活用率 50%以上 

人権教育学習資料集「なかまとと

もに」の活用促進 

各種研修や学校訪問等を通じて、学校の人権学習に

おける「なかまとともに」の活用促進を図る。 

小学校 90%以上 中学校及

び高等学校60%以上  

体験活動等による社会性等の育成 

県立高校生による社会参加活動

の実施（再掲） 

奉仕活動や地域との交流活動等への自主的・積極

的な社会参加を通して、高校生に自らの在り方、生

き方等を考えさせ、社会の一員として周囲の人々を

思いやる心の醸成に努める。 

延べ実施回数 1,000 回以上

奈良県高等学校生徒会連絡会 

（再掲） 

県内各高等学校等の生徒会活動等の活性化を図る

とともに、ボランティア活動等の社会参加活動を実施

する。 

清掃活動強調月間(10 月)、

あいさつ強調月間(１月)の延

べ参加人数の増加 

(前年度比） 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

 人権教育に関する研修の満足度は、学校教育、社会教育ともに約 94%以上の高い割合を維持してい

る。今後は、参加者が得た学びを各学校に十分に還元することにより、人権尊重の視点に立った学校

づくり、学級づくりが一層推進される必要がある。 

「いじめはどんなことがあってもいけない」「人の役に立つ人間になりたい」と回答する中学生の

割合が減少し、全国平均との差も縮小している。 

「人の気持ちがわかる人間になりたい」について、平成２８年度より、全国学力・学習状況調査の

質問紙項目から除外されたため評価不能。 

施策の方向性⑨ 人権教育の推進                                                大綱P60-62 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価

人権教育に関する研修の満足度（学校教育） 

（奈良県教育委員会事務局調べ） 
93.8% 94.1% 割合の増加 A 

人権教育に関する研修の満足度（社会教育） 

（奈良県教育委員会事務局調べ） 
98.7% 94.4% 割合の維持 D 

自分にはよいところがあると思う

と回答する児童生徒の割合（再掲）

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
76.2% 

(76.4%) 

76.2% 

(77.9%) 
全国平均以上 D 

中学校 
64.9% 

(68.1%) 

66.7% 

(70.7%) 
全国平均以上 D 

人の気持ちがわかる人間になりた

いと思うと回答する児童生徒の割

合 

（同上） 

小学校 
93.8% 

(93.9%) 
- 全国平均以上 － 

中学校 
94.0% 

(94.9%) 
- 全国平均以上 － 

いじめはどんなことがあってもい

けないことだと思うと回答する児

童生徒の割合（再掲） 

（同上） 

小学校 
96.8% 

(96.2%) 

96.4% 

(96.1%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

中学校 
92.6% 

(93.7%) 

91.6% 

(92.8%) 
全国平均以上 C 

人の役に立つ人間になりたいと回

答する児童生徒の割合 

（同上） 

小学校 
94.1% 

(93.7%) 

93.2% 

(92.5%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
A 

中学校 
93.0% 

(93.7%) 

90.9% 

(91.9%) 
全国平均以上 D 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

「人権教育の推進についての基本方針」、「人権教育推進プラン」の具現化 

人権教育に関する各種研修会の

実施 

基本方針や推進プランを具現化するために、各種研

修会を実施する。 

研修参加者の満足度 

90％以上 

指導主事による学校訪問 
指導主事が学校訪問を行い、「基本方針」や「推進プ

ラン」に基づく具体的な助言を行う。 

「基本方針」や「推進プラン」

に基づく指導助言の実施 

人権教育学習資料集（児童生徒向け）の活用促進 

人権教育学習資料集「なかまと

ともに」の活用促進（再掲）(P60) 

各種研修や学校訪問等を通じて、学校の人権学習に

おける「なかまとともに」の活用促進を図る。 

小学校 90%以上 中学校及

び高等学校60%以上  

人権教育の深化と充実を図るための実践研究の推進 

人権教育研究指定校における実

践研究 (P61) 

人権教育研究指定校等において、実践研究を行い、

その成果を広く発信する。 

研究指定校等の発表会等の

延べ参加者数の増加 

人権教育資料（指導者向け）の作成・配布 

「人権教育の手びき」の作成 

(P61) 

指導者向けの人権教育資料「人権教育の手びき」を

作成・配布し、活用促進を図る。 

「人権教育の手びき」の活用

度 100% 

人権教育に関する教員研修の充実 

人権教育推進総合講座の実施 

管理職「人権教育」研修講座、人権教育推進教員研

修会、人権教育パワーアップ講座、課題別人権教育

研修講座等を実施する。 

研修参加者の満足度 

90％以上 

人権教育推進のための学校・家庭・地域の連携・協働の充実 

学校・地域パートナーシップ事業

（幼・小・中） 

（再掲） (P61) 

学校と保護者・地域が協働することにより、規範意識

や社会性等、子どもたちの課題解決を図るとともに、

園・学校をベースとした地域コミュニティを構築し、地

域の教育力の向上を図る。 

実施箇所数 300 箇所 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

同和問題関係史料センターにおける調査研究 

同和問題関係史料の調査・研究 

(P61) 

年次計画に基づく史料の調査・研究を行い、「部落史

の見直し」の深化を図り、成果のとりまとめに向けた

準備を進める。 

分析対象史料 100 点 

同和問題関係史料センター講座

等の開催 (P61) 

県民、教職員の人権問題についての理解と認識を

深めるために、講座等を開催し、広く情報発信を実

施する。 

講座の延べ参加者数 500

人 研修参加者の満足度 

90％以上 
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施策の方向性⑩ 健やかな体の育成と生涯スポーツの推進、青少年の健全な育成       大綱P63-66 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

体力合計点 

（全国体力・運動能力、運動習慣等

調査） 

小学生男子 
 53.66点 

(53.80点)

 53.64点 

(54.16点) 
全国平均以上 D 

小学生女子 
54.60点 

(55.18点)

55.41点 

(55.72点) 
全国平均以上 B 

中学生男子 
42.73点 

(41.89点)

42.68点 

(42.11点) 
数値の向上 D 

中学生女子 
48.80点 

(49.08点)

49.90点 

(49.97点) 
全国平均以上 B 

運動嫌いの児童生徒の割合 

（同上） 

小学生男子 
7.2% 

(6.2%) 

6.6% 

(6.7%) 
全国平均以下 A 

小学生女子 
13.9% 

(12.0%) 

14.3% 

(12.7%) 
全国平均以下 B 

中学生男子 
10.9% 

(10.3%) 

12.4% 

(11.1%) 
全国平均以下 D 

中学生女子 
23.4% 

(20.8%) 

23.6% 

(21.4%) 
全国平均以下 B 

１週間の総運動時間が60分未

満である児童生徒の割合 

（同上） 

小学生男子 
7.9% 

(6.6%) 

7.0% 

(6.3%) 
全国平均以下 B 

小学生女子 
15.2% 

(13.0%) 

15.0% 

(11.6%) 
全国平均以下 D 

中学生男子 
8.1% 

(7.1%) 

7.7% 

(6.0%) 
全国平均以下 D 

中学生女子 
23.5% 

(21.0%) 

23.1% 

(19.1%) 
全国平均以下 D 

屋外運動場の芝生化率 

（学校体育施設設置状況等調査） 

6.2% 

(H26) 
－ 割合の増加 － 

朝食を毎日食べていないと回

答する児童生徒の割合 

（全国体力・運動能力、運動習慣等

調査） 

小学生男子 
0.8% 

(0.5%) 

0.8% 

(0.7%) 
全国平均以下 B 

小学生女子 
0.4% 

(0.3%) 

0.8% 

(0.4%) 
全国平均以下 D 

中学生男子 
1.9% 

(1.4%) 

1.8% 

(1.5%) 
全国平均以下 B 

中学生女子 
1.7% 

(1.0%) 

1.6% 

(1.1%) 
全国平均以下 B 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

体力合計点は、小学生女子、中学生女子で向上し、全国平均との差を縮めている。運動嫌いの

子どもの割合も中学生男子を除いて、全国平均との差が縮小しており、小学生男子は全国平均を

下回った。１週間の総運動時間が６０分未満の子どもの割合は減少しているが、全国平均との差

は小学生男子を除いて増加しており、運動習慣の定着が今後の課題である。 

 芝生化率は経年の比較対象が同一でないため評価不能。大綱にＫＰＩとして記載のある「学校

給食において地場産物を活用している割合」（学校給食における地場産物の活用状況調査）につ

いては、抽出率２％の調査であるため、平成２８年度より県全体の状況を把握する独自の悉皆調

査を実施し、指標を変更した。 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

学校給食において地場産物及び県内製造品

を活用している割合 

（学校給食実施状況調査（県教育委員会調べ） 

― 

H28に調査を開始
19.0% 

調査開始時点

からの割合の

増加 

－ 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

体力・運動能力・運動意欲向上の取組 

①体育授業の充実 

体育授業の充実 (P64) 

教員の指導力向上を図るため、体育授業の充実を

目的としたステップアップミーティング、中・高等学校

体育実技指導者研修会等の研修会を開催する。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

②幼児期における運動遊びの普及 

幼児期における運動遊び教室の

実施 

民間委託の事業やスポーツ振興課の事業と連携し

ながら楽しく体を動かして基本的な動きを身につけ

るための親子運動遊び教室等を開催する。 

－ 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

③小学校における業前・業間体育の充実 

「外遊び、みんなでチャレン

ジ！」の実施 (P64) 

小学生を対象に、なわとびやボール運動等の記録

達成（登録）に挑戦する「外遊び、みんなでチャレン

ジ！」を実施し、成果を発表する場として、チャレン

ジ！運動大会を開催する。 

記録登録数  

年間8,000 件以上  

※保健体育課HP への登録

全県レベルのスポーツ大会の開

催（小学生対象） 

児童が目標をもって生涯スポーツの基礎となる運動

に取り組むための支援として、小学生を対象とした

全県レベルのスポーツ大会を開催する。 

大会参加者数4,000 人以上 

※県小学生陸上競技記録大

会 

※県学童水泳記録会 

④運動部活動の充実 

運動部活動の支援 

運動部活動の活性化と部活動顧問の資質向上、負

担軽減を図るため、中学校・高等学校を対象に、外

部のスポーツ指導者を派遣する。 

派遣回数 

延べ 900 回以上  

⑤学校体育施設の開放や運動場の芝生化、地域のスポーツクラブとの連携 

県立高校芝生化運動場の活用 

(P64) 

御所市・五條市と協力して、児童生徒に対してのラグ

ビー・サッカー教室や一般向けのラグビー教室を行

う。 

－ 

その他 

新・体力向上ステップアップ事業 

体力に課題がある小学校に体力向上指導員が巡回

して指導助言を行うとともに、体力向上に向けた講

習会を実施する。 

小学生中高学年を対象に、各種スポーツ教室を開催

し、身近で取り組みやすい運動が体験できる場を年

間を通して設定する。 

体力向上に向けた講習会の

実施３回以上 

スポーツ教室の実施年間８

日以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

健康教育の充実 

①保健教育の充実 

がんの教育の推進 (P64) 
がんの予防及び早期発見の重要性等について理解

を深めるため、がんの教育の推進を図る。 

・がんについての学習の実

施100% 

・がんの教育に特化した学

習の実施 50%以上 

薬物乱用防止教室の実施 

(P64) 

学校において薬物乱用防止教室を開催するため、

指導者に対する研修会を実施する。 

薬物乱用防止教室の開催率

の向上 

②学校保健活動の取組の推進 

学校保健活動の取組の推進 

(P64) 

危機発生時の対応マニュアルを整備するなど、全て

の教職員が学校保健に対する理解を深め、校内組

織が十分に機能する学校保健活動の取組を推進す

る。 

学校保健委員会の開催率の

向上 

③学校保健に関する研修・連携 

学校保健に関する研修・連携 

(P65) 

医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所等の関係機

関と積極的に連携することにより、研修内容を充実さ

せ、教職員の資質や指導力向上を図る。 

研修会の開催 6 回以上 

年間参加者数 1,000 人以上

食育の推進 

③学校における食育の推進 

学校における食育の推進 

(P65) 

児童生徒が食について計画的に学ぶことができるよ

う、食に関する指導に係る全体的な計画の策定を推

進する。 

食育推進委員会の開催率の

向上 

④学校給食における食育の推進 

学校給食における食育の推進 

(P65) 

学校給食を生きた教材として捉え、日々の給食指導

や関連する教科及び総合的な学習の時間等を活用

し、学校全体での組織的な取組を推進する。 

食育の日の取組率の向上 

地場産物の活用促進 (P65) 

地域の自然や文化、産業等に関する理解を深め、生

産者の努力や食に関する感謝の念を育むために、

教科の学習や学校給食等において地場産物の活用

を図る。 

学校給食における地場産物

活用率の向上 

（前年度比） 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

中学生の英検３級以上取得率は増加し、全国平均を上回った。高等学校も増加しているものの

全国平均は依然として下回っている。今後、生徒の英語による言語活動のさらなる充実を図り、

英語の４技能をバランスよく育成する必要がある。 

教員の英語力については、中学校教員の英検準１級以上の割合は上昇し、全国平均以上の目標

を達成した。高等学校教員の英検準１級以上の割合も増加している。授業の半分以上を英語で行

っている高等学校教員の割合や小学校や高等学校におけるＡＬＴの活用割合は、全国平均に比べ

て低いことから、英語指導力の向上を目指した取組を今後も推進する必要がある。 

施策の方向性⑪ 世界に伍して活躍するグローバル人材の育成                      大綱P67-69   

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記  基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

生徒の英語力 

（再掲） 

（英語教育実施状況調

査） 

中学校第３学年 

英検３級以上の割合 

29.0% 

(34.7%) 

48.0% 

(36.1%) 
全国平均以上 A 

高等学校第３学年 

英検準２級以上の割合 

30.0% 

(31.9%) 

32.8% 

(36.4%) 
全国平均以上 D 

教員の英語力 

（同上） 

中学校教員 

英検準１級以上の割合 

25.1% 

(28.8%) 

34.6% 

(32.0%) 
全国平均以上 A 

高等学校教員 

英検準１級以上の割合 

36.0% 

(55.4%) 

54.0% 

(62.2%) 
全国平均以上 B 

授業の半分以上を

英語で行っている

教員の割合 

（同上） 

中学校 

各学年の相加平均 

22.4% 

(48.9%) 

55.1% 

(63.1%) 
全国平均以上 B 

高等学校 

コミュニケーション英語Ⅰ

42.7% 

(48.1%) 

46.9% 

(52.6%) 
全国平均以上 D 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

授業でＡＬＴを活

用している割合 

（同上）※ 実績値 

小学校 
61.0% 

(59.8%) 

60.7% 

(61.7%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

中学校 
16.5% 

(22.1%) 

17.9% 

(22.1%) 
全国平均以上 B 

高等学校（普通科等）
8.1% 

(8.7%) 

8.2% 

(9.7%) 
全国平均以上 D 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

自国の歴史、文化などと異なる価値観、歴史、文化などに対する理解の促進 

奈良TIME の推進（再掲） 

(P68) 
奈良TIMEの取組を充実し、その成果の発信を行う。

追加事例集を全県立高校に

配布 

新・高校生グローバルチャレン

ジ事業 

国際的に活躍する外国人を講師として招聘し、高校

生対象の国際セミナーを開催する。 

セミナー参加者の満足度 

90% 

90 スーパーグローバルハイスクールによる研究の推進 

スーパーグローバルハイスクー

ルによる研究の推進（再掲） 

(P68) 

国際的に通用する能力をもつ高校生を育成するた

め、畝傍高校でグローバル人材育成に向けた教育

方法を研究する。 

自主的に社会貢献活動や自

己研鑽活動に取り組む生徒

２４０人以上  

外国語教育の充実 

英語指導力向上研修講座の実

施 （再掲） 

英語教育の推進を目的に、県内小・中・高等学校に

おける外国語活動・英語担当教員の指導力向上の

ための研修を実施する。 

英検準１級等を有する教員

の割合の増加 

研修参加者の満足度90%以

上 

外国語教育における外部人材、ＡＬＴの活用促進 

ＡＬＴ活用に向けた研修講座の

実施  (P68) 

新たに実施する「ＡＬＴと進める外国語教育訪問研修

講座」の中で、ＡＬＴとのティームティーチングの進め

方等についての教員の見識を深める。 

ＡＬＴと進める外国語教育訪

問研修講座の実施年間5 回

以上 

海外留学の促進 

海外留学の促進（再掲）(P69) 海外留学フェアを実施し、海外留学を促進する。 留学者数の増加 

英語教員の海外研修の実施 

海外研修計画の作成 (P69) 
教員の海外派遣プログラムの作成に向けて、調査

研究を行う。 

プロジェクトチームの立ち上

げ 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

職場体験やインターンシップの実施率は増加しているが、現状の全国平均が未公表のため、評

価不能としている。勤労の尊さとその意識に対する理解を深め、勤労観・職業観を育成するため

に、これらの取組は継続して推進する必要がある。 

将来の夢や目標をもっていると回答する小・中学生の割合、難しいことでも失敗を恐れないで

挑戦していると回答する小学生の割合は依然として低い。自らの夢の実現や目標の達成に向けて

主体的に努力する態度や個性に応じて進路を選択する能力の育成に努める必要がある。 

施策の方向性⑫ 社会的・職業的自立に向けたキャリア教育・職業教育、就労支援の充実  

大綱P70-72 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

職場体験実施率 （中学校）  

（職場体験・インターンシップ実施状況調査） 

96.2% 

(98.4%) 

98.1% 

(未公表) 
全国平均以上 － 

インターンシップ実施率（高等学校）（再掲）

（同上） 

80.0% 

(78.2%) 

90.0% 

(未公表) 
割合の増加 － 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

将来の夢や目標をもっていると

回答する児童生徒の割合 

（全国学力・学習状況調査） 

小学校 
85.7% 

(86.5%) 

84.6% 

(85.9%) 
全国平均以上 D 

中学校 
69.5% 

(71.7%) 

68.8% 

(70.5%) 
全国平均以上 B 

難しいことでも失敗を恐れない

で挑戦していると回答する児童

生徒の割合 

（同上） 

小学校 
75.4% 

(76.4%) 

76.3% 

(77.4%) 
全国平均以上 C 

中学校 
65.7% 

(68.8%) 

68.8% 

(71.0%) 
全国平均以上 B 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

キャリア教育・職業教育の充実 

①各学校段階における教育内容の充実 

キャリア教育の手引の活用 

(P71) 

「キャリア教育の手引」により、各校種が連携した、

系統的・組織的なキャリア教育を推進する。 

「キャリア教育の手引」を活

用した研修講座の受講人数

30 人以上 

②職場体験活動・インターンシップ等の充実 

インターンシップの拡大（再掲） 

(P71) 

県内の企業や医療・福祉などに関する法人等へのイ

ンターンシップを充実させる。 

インターンシップ実施率（高

等学校） 90%以上 

キャリア教育コーディネーターの

配置（再掲） 

特別支援学校にキャリア教育コーディネーターを配

置し、キャリア教育の充実と職場実習先の拡大を図

る。 

職業教育の充実を目指す特

別支援学校（高等養護学校）

の就職率85%以上 

キャリアサポートセンターの運営 
キャリア教育支援員の配置による就職希望者のサ

ポートを行う。 

キャリア教育支援員による

高等学校訪問を年間延べ 80

回以上 

学び直し、就労の支援の推進 

④高等学校等の中途退学者への柔軟な対応（再掲） 

学び直しへの支援（再掲） 
高等学校等の中途退学者が再び高等学校で学び直

す場合に、授業料を支援する。 
－ 

就職に関する支援（再掲） 

(P72) 

県立教育研究所に設置しているキャリアサポートセ

ンターにおいて、就職相談、就職活動に関する情報

提供を行う。「若年者就労強化月間」を実施する。 

就職相談、就職活動に関す

る情報提供を行うシステム

の充実 

「若年者就労強化月間」の実

施 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

生活保護世帯の子どもの大学進学率は上昇し、全国平均以上となった。高等学校中退率も減少

し、全国平均との差が縮小している。今後も、経済的な理由や家庭の事情により、学習が困難な

生徒を支援する取組の充実が必要である。 

地域未来塾は平成２８年度より実施。放課後子ども教室等開催日数は、目標に向けて増加して

おり、放課後や週末等における様々な体験活動や地域住民との交流活動の場が広がっている。 

施策の方向性⑬ 意欲ある全ての者への学習機会の確保                            大綱P73-76 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H25）

現状値 

（H27）

目 標 

(H31) 
評価 

生活保護世帯の子どもの大学進学率 

（厚生労働省社会・援護局保護課調べ） 

29.2% 

（32.9%）

39.4% 

（33.4%）
全国平均以上 A 

生活保護世帯の子どもの高等学校中退率 

（厚生労働省社会・援護局保護課調べ） 

7.5% 

（5.3%）

4.6% 

（4.5%）
全国平均以下 B 

指  標 
基準値 

（H28）

現状値 

（H29）

目 標 

(H31) 
評価 

地域未来塾の実施箇所数 

（奈良県教育委員会事務局調査） 

小36校

中33校

小34校

中33校

教委2箇所

校数の増加 B 

指  標 
基準値 

（H26）

現状値 

（H28）

目 標 

(H31) 
評価 

放課後子ども教室等開催日数（再掲） 

（奈良県教育委員会事務局調べ） 
4,181日 6,067日 7,000日 B 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

へき地・小規模校における教育の振興 

①へき地教育研究振興大会の開催 

へき地教育研究振興大会の開

催 (P74) 

学習指導及びへき地が直面する教育について研究

協議するとともに、へき地教育の振興と充実を図る。
参加人数 500 人以上を維持

②ＩＣＴ事業の展開 

小規模校における協働学習を活

性化するためのＩＣＴ活用事業 

(P74) 

タブレット端末等のＩＣＴ機器を活用した学習等をモデ

ル的に実施し、へき地における効果的な指導方法を

開発する。 

児童の学習意欲や学力に関

わる項目に肯定的に回答し

た教員及び児童の割合 80%

以上 

④訪問による指導や研修の推進 

へき地校への訪問による研修講

座の開催 (P74) 

へき地校等で教科等の研修講座を開催し、教員の指

導力向上を図る。 

研修参加者の満足度 

90%以上 

へき地校への指導主事等の訪

問 (P74) 

へき地指定校等を指導主事等が計画的に訪問し、各

学校の課題に応じて、学校環境等の把握や学習指

導等について指導助言を行う。 

へき地校への訪問指導が教

育活動に生かされたと肯定

的に答えた学校の割合 90%

以上 

⑤財政面・人事面の配慮 

教員の共同設置の支援 

(P75) 

へき地の拠点校等を併任し授業等を実施する常勤

の専科教員を共同設置し、近隣校を巡回して授業等

を実施する市町村に対し補助を行う。 

吉野郡（５村）における２件

（家庭、技術）の共同設置を

継続支援 

免許外教科担任解消非常勤講師

の配置 

小規模の中学校における免許外教科担任の解消を

図り、教育効果を上げるため、非常勤講師を配置す

る。 

対象校の全てに配当 

⑥異校種間の教員の人事交流による教科指導の充実 

理数教育実践研究の実施（再

掲） (P75) 

理数教育の充実に向け、へき地校のモデル校にお

いて、大学等と連携しながら中学校教員による小学

校での授業などを通し、効果的な教育課程の開発や

児童の学習意欲の向上のための実践研究を行い、

その成果を広く県内各学校に周知する。 

児童の算数（数学）・理科の

学習意欲に関する肯定的な

回答の割合 80%以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

その他 

新・県内大学生による学習等支

援事業 

県内大学生を南部・東部地域に派遣し、小・中学生の

学習等支援を実施する。 
１０市町村で実施 

学校の適正規模、適正配置やその環境整備（再掲） 

市町村における学校規模適正化

に向けた情報提供等の支援 

義務教育学校の設置や小中一貫制度の導入などを

検討している自治体に対して、法的な解釈や設置に

関する情報を提供する。 

－ 

子どもの貧困への総合的対応 

「子どもの学び場」づくり支援事

業 

経済的困難な環境にある子ども等が安心して集い、

学習支援等を受けることのできる場の設置及び充実

を促進するため、市町村と連携した取組を行う団体

に対し補助を行う。 

４団体で実施 

（H29 未実施の団体） 

生活支援アドバイザーの派遣

（再掲） 

家庭や地域等、子どもが様々な課題や困難等を複

合的に抱えているケースについて、福祉の視点をも

って関係機関とも連携しながら、幅広く支援を行う社

会福祉士や精神保健福祉士の資格を有する者を配

置し、学校、市町村への支援も行う。 

延べ相談件数600 件以上 

「地域未来塾」等の取組の充実 

地域未来塾等の学習支援の機

会の創出  (P75) 

経済的な理由により、家庭での学習が困難な児童・

生徒等を対象に、地域住民が協力して学習支援を実

施する市町村等に補助を行う。 

小・中学校等で 90 箇所 

家庭の経済状況等に応じた経済支援 

公立高等学校等就学支援事業 

(P75) 

公立高等学校等において、教育にかかる経済的負

担の軽減を行うため、授業料相当額の高等学校等就

学支援金を支給する。 

－ 

国公立の高校生等奨学給付金

支給事業  (P75) 

低所得者に対して教科書費、教材費などとして給付

金を支給する。 
－ 

高等学校等奨学金貸与事業（修

学支援、育成奨学金） (P75) 

修学の奨励と教育の機会均等を図るため、勉学の

意欲がありながら経済的な理由により修学が困難な

高等学校等の生徒に対し奨学金を貸与する。 

－ 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

「授業の内容がよくわかる」と回答する児童生徒の割合は、小学校国語、中学校数学で、全国

平均以上ではあるものの、割合が減少している。小学校算数は割合が増加しほぼ全国平均となっ

たが、中学校国語では、全国平均との差が拡大した。 

小・中学校が連携して授業研究を行う学校の割合は倍増し、目標を達成している。 

教員のＩＣＴ活用指導力についても、教材研究等でＩＣＴを活用する能力があると回答する教

員の割合は増加し、全国平均との差が縮小した。今後も、教員のＩＣＴ活用能力を高める研修の

内容を更に充実させる必要がある。 

施策の方向性⑭ 教職員の資質・能力の向上                                       大綱P77-79 

 

【重要業績評価指標※大綱より教育委員会所管分を転記】 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27） 

現状値 

（H29） 

目 標 

(H31) 
評価 

「授業の内容がよくわか

る」と回答する児童生徒の

割合 

（全国・学力学習状況調査） 

小学校 国語 
83.0% 

（82.0%）

82.7% 

（82.2%）

全国平均を上回

る割合の増加 
D 

小学校 算数 
79.9% 

(81.0%) 

80.6% 

(80.6%) 
全国平均以上 B 

中学校 国語 
72.6% 

(74.3%) 

73.0% 

(74.9%) 
全国平均以上 D 

中学校 数学 
72.7% 

(71.6%) 

70.9% 

(69.4%) 

全国平均を上回

る割合の増加 
A 

小・中連携して授業研究を行う学校の割合 

（学期に１回程度） 

（奈良県教育委員会事務局調べ） 

31.1% 
68.3% 

(H28) 
50% A 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

教員のＩＣＴ活用指導力 

教材研究等でＩＣＴを活用する能力があると回答し

た教員の割合 

（学校における教育の情報化の実態等に関する調査）

77.0% 

(82.1%) 

79.3% 

(84.0%) 
全国平均以上 B 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

教員養成・採用の充実 

①「教員育成協議会」（仮称）設立の検討 

教員育成協議会の設立 (P78) 

「奈良県教員等育成協議会」を設立し、教員等育成指

標に関する協議並びに当該指標を踏まえた研修の

充実等、教員等の資質の向上に関して必要な事項

についての協議を行う。  

奈良県教員等育成協議会の設

立 

②高大連携による教員養成システムの構築 

高大連携による教員養成システ

ムの構築  (P78) 

次世代教員養成プログラム（前期）を開始する。 

後期プログラムを策定する。 
前期プログラムの実施 

教職員研修の充実 

①若手教職員育成研修プログラムの構築 

小学校若手教員育成研修システ

ム開発事業 (P78) 

奈良教育大学、県立教育研究所、県内小学校が連携

し、小学校若手教員を対象にした研修の充実を図

る。 

主体的な学びや対話的な学

びを取り入れた授業をして

いると答えた小学校２年目教

員の割合 85%以上 

②大学院派遣研修の充実 

大学院派遣研修の充実 (P78) 
派遣２年目の教員が県立教育研究所で長期研修員

として行う研修内容の充実を図る。 
－ 

③教職員研修における e－ラーニングシステム導入に向けての検討 

教職員研修における e－ラーニ

ングシステム導入に向けての検

討 (P78) 

e-ラーニングシステム導入の効果について検証を

継続して行う。 

e-ラーニングの試行検証結

果をまとめる 

④ＩＣＴを活用した研修の充実 

新・次世代教育情報化推進事業

（再掲） 

教員の情報活用能力の向上を図るため、ＩＣＴを

活用した教員を推進する指導的教員を育成するた

めの研修を開催する。 

研修の年間開催回数 30 回

以上 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

その他 

教育研究所研修講座の充実 

法定研修である初任者研修・中堅教諭等資質向上研

修を含めた若手教職員育成研修、教員免許状更新

講習を含めた自己啓発研修、指導主事などが要請

のあった学校を訪問する訪問研修を重点化し、研修

の充実を図る。 

研修の目標達成指数（研修

受講者に実施したアンケート

結果から算出した指数） 80

以上 

英語指導力向上研修講座の実

施 （再掲） 

英語教育の推進を目的に、県内小・中・高等学校に

おける外国語活動・英語担当教員の指導力向上の

ための研修を実施する。 

英検準１級等を有する教員

の割合の増加 

研修参加者の満足度90%以

上 

小・中学校合同の授業研究の推進（再掲） 

小・中学校合同の授業研究の推

進（再掲） (P78) 

同じ中学校区の小・中学校教員が参加する公開授業

や授業研究等の研修を実施し、異校種間の円滑な

接続とともに教員の指導力の向上を図る。 

年に１回以上合同で授業研

究を行う中学校区の割合 

60%以上 

管理職の能力の向上 

管理職の能力の向上 (P78) 

管理職研修を充実させるとともに、県立教育研究所

の学校教育アドバイザリー係に校長経験者を配置

し、新任校長の支援を行う。 

「管理職としてのスキルが身

についた」と回答した割合

90%以上 

新任校長への訪問１校２回

以上 

適切な人事管理の実施を通じた人材育成の推進 

新人事評価制度の本格実施 
人事評価制度を本格的に実施し、昇給等へ反映させ

る中で、より効果的な教職員の資質向上をめざす。 

新人事評価制度の本格実施に

より、教員の資質向上を図る 

教員以外の専門スタッフの参画 

専門スタッフの参画促進  

(P79) 

スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカ

ー等の配置を促進する。   

相談件数の増加 

(前年度比） 
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【重要業績評価指標から見た現状と課題】 

県立学校施設の耐震化率は、平成３１年度末の目標に向けて上昇している。県立特別支援学校

は対応を完了しているが、県立高等学校については、単なる補強工事に留まらず改築の検討が必

要な棟や工事期間中の教室の代替場所の確保に課題がある棟などについて、工法や課題解決の検

討を進める必要がある。 

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数は減少し、高等学校における校務用コンピュータ

の整備率は上昇している。ＩＣＴの整備状況は年々改善しているものの、全国の状況からは依然

として遅れている。今後も、国の整備目標を達成することを目指して整備を進める必要がある。

施策の方向性⑮ 安心・安全で質が高い教育環境の整備                            大綱P80-81 

 

【重要業績評価指標】 ※大綱より教育委員会所管分を転記 基準値・現状値の（ ）内は全国平均 

指  標 
基準値 

（H27.4.1）

現状値 

（H29.4.1） 

目 標 

(H32.4.1) 
評価 

県立学校施設の耐震化率 

（奈良県教育委員会事務局調べ） 
82.0% 90.1% 95.0% B 

指  標 
基準値 

（H26） 

現状値 

（H28） 

目 標 

(H31) 
評価 

教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 

（学校における教育の情報化の実態等に関する調査） 

7.5人 

(6.4人) 

6.6人 

(5.9人) 
全国平均以下 B 

校務用コンピュータの整備率

（同上） 

高等学校 
50.6% 

(124.8%) 

67.9% 

(129.3%) 
全国平均以上 B 

特別支援学校 
40.8% 

(100.9%) 

38.2% 

(104.8%) 
全国平均以上 D 

評価Ａ：指標達成、評価Ｂ：上昇傾向、評価Ｃ：現状維持、評価Ｄ：下降傾向 
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【今年度の取組】 H30 実施の事業・取組内容 H30 指標・目標値 

県立学校施設の耐震化の推進 

高等学校等耐震化事業 

(P80) 

県立高等学校施設の耐震化を引き続き推進する。 

耐震化工事：4 校5 棟 

耐震補強が難しい校舎等への対応  

県立学校の耐震化率 

  94.3% (H31.4.1) 

県立高等学校空調設備設置モデル事業の実施 

新・県立学校普通教室への空調

設備設置 
県立高校の普通教室に空調設備の設置を進める。 

県立高校の普通教室の設置

数 23 校／33 校 

県立学校の教育用・校務用コンピュータの整備 

教育用・校務用コンピュータの整

備 (P81) 

教育用コンピュータと校務用コンピュータについて、

ハードウェアとソフトウェアの両面から整備を行う。

また、県立学校間のネットワーク強靱化も進める。 

教育用・校務用コンピュータ

の整備率の向上 

（前年度比） 

県立学校の情報化の推進 

新・次世代教育情報化推進事業

（再掲） 

教員の情報活用能力の向上を図るため、ＩＣＴを

活用した教員を推進する指導的教員を育成するた

めの研修を開催する。 

研修の年間開催回数 30 回

以上 

防災教育の推進 

防災教育の充実 (P81) 

実践的な避難訓練等の実施を通して、児童生徒に危

険予測、危機管理能力を身に付けさせるための防災

教育の推進を図る。 

奈良県一斉地震行動訓練

（ナラ・シェイクアウト）参加

児童生徒数の増加 

 70,000 人以上 

学校安全の充実 (P81) 

学校安全計画や危機管理マニュアルに基づく、組織

的な安全管理体制の確立と、子どもたちが自ら危険

を回避できる態度や能力を育成するための安全教

育を充実させる。 

学校安全計画策定率 100% 

危機管理マニュアル作成率 

100%維持 

 

 

 


